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１．航空需要推計及び港湾取り扱い貨物需要推計の概要

○ＧＤＰ成長率
政府見通し等より

○人口
全国値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来

推計人口」（２００６年１２月）の中位推計値
都道府県別値：国土計画局推計値

○国内旅客
社会経済フレームを前提とした
４段階推計法

○国内貨物
ＧＤＰを説明変数とした全国国内
貨物量の算出

２０１２年
２０１７年

（参考値として
２０２２年、２０２７年
の全国値を示す）

２００５年

・国内航空旅客
・国際航空旅客
・国内航空貨物
・国際航空貨物

交通需要推計の前提となる社会経済フレーム
（国内旅客・国内貨物）

交通需要推計モデル
（国内旅客・国内貨物）

目標年次基準年次推計対象

（１）航空需要予測について（国土交通省航空局）

○ＧＤＰ成長率

・２００３～２００４年： 「平成16年度の経済見通しと経済財政運

営の基本的態度」（平成16年1月19日閣議決定）

・２００５～２０１０年:「構造改革と経済財政の中期展望」

（平成14年1月閣議決定）

・２０１１～２０２０年:国土交通省推計
※ＧＤＰ成長率については、ハイケース・ローケースを設定

○人口
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（２００
２年１月）の中位推計値

○内貿複合一貫輸送量
社会経済フレームを前提とし
た
４段階推計法

２０１５年
２０２０年

２０００年
・内貿複合一貫

輸送量

交通需要推計の前提となる社会経済フレーム
（国内旅客・国内貨物）

交通需要推計モデル
（内貿複合一貫輸送量）

目標年次基準年次推計対象

（２）港湾取扱貨物量の見通しの試算結果について（国土交通省港湾局）
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２．航空需要予測について（国土交通省航空局）

出典：平成19年5月31日第９回航空分科会 資料 ２
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３．需要予測手法の概要 (1)国内航空旅客

※ ＡＣＣ：アクセシビリティ指標、交通利便性を表す指標（各段階で異なる）

全国発生交通量

（全目的1区分）

自動車

バス

船

鉄道

目的別地域別発生交通量

[ 3目的（業務、観光、私用等）

×223ゾーン ]

目的別地域間分布交通量

[ 3目的（業務、観光、私用等）

×223ゾーン×223ゾーン ]

交通機関別交通量

[ 3目的（業務、観光、私用等）

×223ゾーン×223ゾーン ]

Ｙi→Ｘjの経路別

（空港別）

交通量

地
域
別
発
生
交
通
量

全国発生交通量

Ｙi→Ｘjの
地域間分布交通量

予測の流れ
内、航空利用者に

ついて

空港別旅客便数

全国発生交通量
の算出

地域別発生交通量
の算出

地域間分布交通量
の算出

地域間交通機関別
交通量の算出

全 交 通 機 関 航 空

●総人口
●１人当たりＧＤＰ
●ＡＣＣ※

全国発生モデル 地域別発生シェアモデル

●着ゾーンの集客力指標
●ＡＣＣ※

●交通機関別の所要
時間・費用・便数、
及び、空港までのｱｸｾｼﾋﾞ
ﾘﾃｨ等交通ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙに
よ り、交通手段を選択

交通機関選択モデル予測モデル

主な

説明変数

便数が整合
するまで
繰り返す

便数が整合
するまで
繰り返す

旅行先選択モデル

航空
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※※別途離島路線は離島モデルより計算

（例は高知から東京への旅客の場合）

（高知の i ゾ
ーン発生量）

（高知の i ゾーン

から東京の j ゾーン

への交通量）
（高知の i ゾーン

から東京の j ゾーン

への機関別交通量）



出典：平成19年5月31日第９回航空分科会 資料 ３



３．港湾取扱貨物量の見通しの試算結果について（国土交通省港湾局）

出典：平成16年5月28日 交通政策審議会 第１０回港湾分科会 資料 ４

○社会経済フレーム
GDP成長率：「構造改革と経済財政の中期展望」（平成14年1月閣議決定）

「平成16年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」
（平成16年1月19日閣議決定）等

人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 等

内貿複合一貫輸送の需要予測のフロー

○国内純流動量を予測

社会経済フレームか
ら求めた国内生産額、
輸入額を基に国内純流
動量を予測する。

○地域別貨物発生・集
中量を予測
地域別社会経済フ

レームを説明変数とし
て重回帰分析を行い、
品目別・発生・集中量
を予測する。

○地域間貨物流動量の
予測
２０００年の物流セ

ンサスの結果を概ね再
現できるモデルで地域
間の品目別貨物純流動
を予測する。

○代表輸送機関別純流
動量予測
２０００年の物流セ

ンサスの結果を概ね再
現できるモデルで、品
目別代表輸送機関別純
流動OD表を予測する。

四段階推定法

輸送機関別（自動車、鉄道、内航海運）総流動量の予測

物流センサスの調査対象として取り扱うこと
が難しい品目は別途推計
（廃棄物、原油二次輸送、取り合わせ品）

内貿複合一貫輸送（フェリー、コンテナ、RORO）の総流動量の予測

貿易モデルで求めた輸
入額を反映



出典：平成16年5月28日 交通政策審議会 第１０回港湾分科会 資料 ５

内貿複合一貫輸送貨物推計結果
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